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 重大事故等発生時の体制と使用する手順書の体系等について 

 本資料は、泊発電所３号機において、設計基準を超える事故（以下、「設計基準外事
故」という。）である重大事故、大規模損壊等が発生した場合における当該事故への対応
体制、並びに運転員及び発電所原子力災害対策本部要員※１が使用する手順書の体系につい
て、その概要を纏めたものである。 
 
 

１．重大事故、大規模損壊発生時等に使用するQMS文書体系 
 

２．運転員及び災害対策要員が重大事故等発生時に使用する手順書構成等 

新規制基準での要求事項を踏まえ新たに追加又は改正する手順書の構成※２ 

運転員の事象判別プロセスと運転要領緊急処置編の体系 
 

 
３．重大事故等発生時における指揮命令系及び使用するマニュアルについて 
 
４．重大事故等発生時における原子力防災（準備）体制の確立について 

●通常運転時の体制から初動対応体制を経て原子力防災（準備）体制が確立する
までの流れ 

※１；以下、発電所原子力災害対策本部を「発電所対策本部」、発電所原子力災害対策本部要員を「災害対策要員」という。 

※２；大規模損壊発生時に使用する手順書の内容については、別途説明。 
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１．重大事故、大規模損壊発生時等に使用するQMS文書体系（１／４） 

重大事故及び大規模損壊発生時等における原子炉施設の保全の活動を行う体制の整備について、保安規定に定めるこ
とを実用炉規則(第92条(第83条～第86条))で要求されており、泊発電所保安規定では第17条の２から第17条の５とし
て、当該の要求事項に対する条文を新たに規定している。当該の各条文に対する具体的な内容については下部規定

(２次文書、３次文書）に展開し、実効的な手順書構成となるよう整備している。   

泊発電所 
保安規定 

実用炉規則 規定する内容 
新規制定する 

QMS２次文書 ※３ 

第17条の2 
第92条第１項第20号 

第83条 
火災発生時における原子炉施設の保全の
ための活動を行う体制の整備 

泊発電所火災発生時対応
要領 

第17条の3 
第92条第1項第21号 

第84条 
内部溢水発生時における原子炉施設の保
全のための活動を行う体制の整備 

泊発電所内部溢水発生時
対応要領 

第17条の4 
第92条第１項第22号 

第85条 
重大事故等発生時における原子炉施設の
保全のための活動を行う体制の整備 

泊発電所重大事故等発生
時および大規模損壊発生
時対応要領 

第17条の5 
第92条第１項第23号 

第86条 
大規模損壊発生時における原子炉施設の
保全のための活動を行う体制の整備 

※３；実効性、有用性を考慮し、必要に応じてQMS３次文書へ展開している。 
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１．重大事故、大規模損壊発生時等に使用するQMS文書体系（２／４） 

保安規定第14条及び第121条に規定する運転操作に関する社内規程に該当する「運転要領 緊急処置編（第１部）、
（第２部）」及び「運転要領 緊急処置編(第３部）」に、重大事故、大規模損壊等への対応を追記し、保安規定第９
章(第119条～第128条)に基づく「泊発電所原子力災害対策要領」には、原子力災害対策指針で要求される警戒事態の
発令基準に準じて原子力防災準備体制を発令することを追記することとしている。保安規定条文と当該のQMS文書と

の関係は以下の通りとなる。    

泊発電所 
保安規定 

実用炉規則 規定している内容 改正するQMS２次文書 

第９章 
｢非常時の措置｣ 

 
第119条 

～ 
第128条 

第92条第１項第19号 

第119条：原子力防災組織 
第120条：原子力防災要員 

第121条：原子力防災資機材等の整備 
第122条：通報経路 

第123条：原子力防災訓練 
第124条：通報 

第125条：原子力防災体制の発令 
第126条：応急措置 

第127条：緊急時における活動 
第128条：原子力防災体制の解除 

泊発電所原子力災害対策要領 

第14条 第92条第１項第9号 運転管理に関する社内規程の作成 
泊発電所運転要領 緊急処置編

(第１部)、(第２部） 

第121条 第92条第１項第19号 
原子力防災資機材等の整備（運転操作に関する

社内規程の作成について規定） 
泊発電所運転要領 緊急処置編

(第３部） 



１．重大事故、大規模損壊発生時等に使用するQMS文書体系（３／４） 

泊発電所大津波警報発令時対応要則 
【新規制定】 

泊発電所噴火災害発生時対応要則 
【新規制定】 

重大事故に至る可能性のある事故 
 又は重大事故が発生した場合の対 
 応手順 
大規模自然災害又はテロ行為に 
 よる大型航空機衝突により、 
 プラントに大規模損壊が発生した 
 場合の対応手順 
重大事故、大規模損壊発生時の 
 必要な要員、教育、訓練及び 
 資機材の配備、定期的な評価等に 
 ついて規定したもの。 
具体的な手順書については、 
 QMS３次文書（要則）として展開 
 する。 

泊発電所 
原子炉施設 
保安規定 
(R-1) 

泊発電所竜巻発生時対応要則 
【新規制定】 

第17条の4 
第17条の5 

(新規追加条文） 

(当該の保安 
規定条文） 

泊発電所重大事故等発生時および 
大規模損壊発生時対応要領 

          (R-30-220) 
         【新規制定】 

泊発電所緊急時対策所運用要則 
【新規制定】 

：保安規定に新規に規定した条文を 
 受けて制定する２次文書 

：２次文書に基づき、新たに制定す 
 る予定の３次文書 

泊発電所可搬型代替電源車給電手順要則 
【新規制定】 

泊発電所森林火災発生時対応要則 
【新規制定】 

 

 他の対応手順（要則として整備） ・・・ 

泊発電所代替給水等手順要則 
【新規制定】 

大規模自然災害への対応を目的に
作成 

重大事故、大規模損壊発生時(又は
大規模損壊に至る可能性がある場
合）の対応を目的に作成 

炉心挙動、対応操作による影響等
について推測し、事故の進展防止、
影響緩和を図ることを目的とした
手順（既存） 

泊発電所QMS文書体系図（新規制基準対応関係）その１ 

2次文書 3次文書 

泊発電所事故進展予測対応要則 
【改正】 
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泊発電所代替設備等運転手順要則 
【新規制定】 



１．重大事故、大規模損壊発生時等に使用するQMS文書体系（４／４） 

 

 

原子力防災準備体制(原子力災害対策 
 指針の警戒事態に準じて発令する体 
 制）、原子力防災体制の確立方法 
要員の役務、関係箇所への通報・連絡 
防災資機材の管理等について規定 

泊発電所原子力災害対策要領 
(R-30-212)【改正】 

泊発電所 
原子炉施設 
保安規定 
(R-1) 第119条～ 

第128条 

泊発電所防災資機材等 
管理要則【新規制定】 

泊発電所内部溢水発生時対応要領※４ 

(R-30-221)【新規制定】 

泊発電所運転要領 
(R-30-207)【改正】 

第17条の２ 
(新規追加 
条文） 

第14条  他 

第121条 

・・・ 
 

重大事故等の設計基準外事故に対する手順
書の内容を見直し。（「緊急処置編」第１
部、第２部及び第３部の改正） 

火災への対応（原子炉施設の保全に係る
火災防護対策を行う体制の整備）につい
て規定。 

内部溢水への対応（原子炉施設の保全に
係る活動を行う体制の整備）について規
定。 

第17条の３ 
(新規追加 
条文） 

泊発電所火災防護計画※４ 

【新規制定】 

泊発電所火災発生時対応要領※４ 

(R-30-219)【新規制定】 

安全機能を有する構築物、系統及
び機器の防護を目的として実施さ
れる火災防護対策及び計画を実施
するために必要な手順、機器、組
織体制について規定。（火災防護
に係る審査基準要求） 

予備品を含めた防災資機材等につい
て、必要数量等を管理することを目
的とした手順 

泊発電所QMS文書体系図（新規制基準対応関係）その２ 

2次文書 3次文書 

：保安規定に新規に規定した条文を 
 受けて制定する２次文書 

：２次文書に基づき、新たに制定す 
 る予定の３次文書 

(当該の保安 
規定条文） 

（その他の要領） 

5 
※４；内容については、別途説明 
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２．運転員及び災害対策要員が重大事故等発生時に使用する手順書構成等（１／７） 

泊発電所では、設計基準事象である運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故の発生時、 
 或いは設計基準外事故である重大事故等発生時に運転員が使用する操作手順書として、 
 「泊発電所運転要領」（以下、「運転要領」という。）を整備 

 設計基準事象に対しては、対応操作の起点として異常の兆候を検知するために 
 「運転要領 警報処置編」を整備 
 異常な過渡変化事象、１次系や２次系・電気系での異常事象発生（異常な過渡事象未満） 
 等に対する操作について定めた 
 「運転要領 緊急処置編（原子炉関係）」 
 「運転要領 緊急処置編（タービン関係）」 
 「運転要領 緊急処置編（電気関係）」 
 「運転要領 緊急処置編（全般）」を整備 
 設計基準事故等への対応操作を定めた 
 「緊急処置編（第１部）」を整備 
 

設計基準外事故である重大事故等への対応のため運転員が使用する操作手順書として、 
 主に炉心損傷防止を目的とした「運転要領 緊急処置編（第２部）」 
 主に炉心損傷後の格納容器破損防止を目的とした「運転要領 緊急処置編（第３部）」 

 を整備 
 
また、福島第一原子力発電所の事故以降、緊急安全対策として整備した移動発電機車による 
 代替電源確保、蒸気発生器及び使用済燃料ピットへの代替給水源確保等に係る手順書に 
 ついても、災害対策要員が使用する手順書として、 
 「泊発電所津波による電源機能等喪失時対応要領」を整備し、繰り返しの訓練結果等を反映 
 することにより実効性のある手順書としている。 

現行の異常発生時の対応に係る手順書 
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運転員が異常発生時に使用する運転要領の構成 

警報処置編 

異常の兆候を検知するために発信する「警報」毎の対応措置等を定める。 
対応操作手順 
保修課への連絡 
緊急処置編への移行 

緊急処置編 

総ﾍﾟｰｼﾞ数：約9000 
 ﾌｧｲﾙ数：17冊 

総ﾍﾟｰｼﾞ数：約2200 
ﾌｧｲﾙ数：4冊 

緊急処置編 

２．運転員及び災害対策要員が重大事故等発生時に使用する手順書構成等（２／７） 

ﾌﾟﾗﾝﾄの安全・安定運転に影響を及ぼす場合は、 
緊急処置編に移行し、事象収束までの一連の 
運転操作を実施 

原子炉関係・ﾀｰﾋﾞﾝ関係 
電気関係・全般 

第1部 

第2部 第3部 

設計基準外事故である重大事故
等への対応 

異常な過渡変化事象、 
１次系や２次系・電気系で
の異常事象発生(異常な過渡
事象未満)等に対する操作 

設計基準事故
等への対応操
作 

主に炉心損傷
防止を目的 

主に炉心損傷後
の格納容器破損
防止を目的 
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２．運転員及び災害対策要員が重大事故等発生時に使用する手順書構成等（３／７） 

新規制基準での要求事項を踏まえ新たに追加又は改正する手順書（補足説明資料１） 
    
 

 新規制基準要求を踏まえ新たに配備した設備等に係る操作手順についても、 
 「運転要領（緊急処置編）」に含め、当直が同一要領内で事象進展や対応フローを一元的に 
 管理できるように配慮している。 

    
 災害対策要員が使用する手順は、前述の「津波による電源機能等喪失時対応要領」の考え方も取り込み 
 ながら、「重大事故等発生時および大規模損壊発生時対応要領」としてまとめ、当直との役割分担や 
 連絡報告、基本的対応フローを明確に示し、細かな作業手順については、下部規定（要則）に規定している。 
 
 「重大事故等発生時および大規模損壊発生時対応要領」を使用する発電所対策本部は、 
 「泊発電所 原子力災害対策要領」により、原子力災害対策指針の警戒事態等の発令基準に準じて設置 
 することとしている。 

 
 これらの手順書を運転員及び災害対策要員が活用し、重大事故等発生時又は大規模損壊発生時に、 
 確実かつ機能的に対処できるようにするため、初動対応、要員、機動性等も勘案し、各要員の 
 役割や手順書間のつながりを当該の手順書上で明確にすることで、発電所全体が一体的に機能する 
 ような発電所手順書体系とすることとしている。 
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２．運転員及び災害対策要員が重大事故等発生時に使用する手順書構成等（４／７） 

 運転員の事象判別プロセスと運転要領緊急処置編の体系について（補足説明資料２－１） 
 
 

 運転員の事象判別プロセス 
 運転時の異常な過渡変化又は設計基準事故、或いは重大事故等が発生し、原子炉トリップや 
 ＥＣＣＳが作動した場合には、緊急処置編（第１部）「事故直後の操作および事象の判別」 
 に従い事故直後に必要となる操作、及び事象の判別を行う。 
 原子炉トリップを含むプラントトリップの確認、所内電源及び外部電源の受電状況の確認、 
 ＥＣＣＳ作動による安全系補機の運転状況等を確認するとともに、事象判別に必要な 
 パラメータ等を確認し事象の判別を行い、適切な手順書を選択する。 
 

 事象ベースの運転要領 
 事象ベースの運転要領は、個々の事象毎に想定されるシナリオに対する手順を定めるもので 
 あり、緊急処置編（第１部）では、「１次冷却材喪失」、「蒸気発生器伝熱管破損」等の 
 設計基準事故について定めている。緊急処置編（第１部）にて対応操作中、必要な安全機器 
 の多重故障等が発生した場合は、「ＬＯＣＡ時再循環不能」、「ＳＧＴＲ時破損ＳＧ減圧 
 継続」等の設計基準外事故について定めた緊急処置編（第２部）事象ベースの運転要領へ 
 移行する。 

事象ベースの運転要領 

第1部 第2部 

原子炉ﾄﾘｯﾌﾟ処置 
1次冷却材喪失 
2次冷却材喪失 

蒸気発生器伝熱管破損 

全交流電源喪失 
補機冷却機能喪失 

LOCA時再循環不能 
全SGの異常な減圧 

SGTR時破損SG減圧継続 
SGTR時減圧操作不能 

ｲﾝﾀｰﾌｪｲｽLOCA 
等 
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２．運転員及び災害対策要員が重大事故等発生時に使用する手順書構成等（５／７） 

 運転員の事象判別プロセスと運転要領緊急処置編の体系について（補足説明資料２－１） 
 
 
 安全機能ベースの運転要領 
 「事故直後の操作および事象の判別」又は事象ベースの運転要領にて対応操作中も安全機能 
 パラメータは常に監視しており、事象の進展により安全機能が満足されない状況と判断されれば、 
 「緊急処置編（第２部）安全機能ベース」の運転要領へ移行し、 
 「止める」「冷やす」「閉じ込める」等の安全機能を確保する。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 緊急処置編（第３部） 
 さらにあらかじめ定められた炉心損傷の判断基準に合致すれば、「緊急処置編（第３部）」に 
 移行し、炉心損傷進展の防止及び緩和、並びに、格納容器の健全性維持、外部への放射性物質 

放出の防止及び緩和のための操作を行う。 

   

第2部 安全機能ベース 

未臨界の維持 
炉心冷却の維持 

SG除熱機能の維持 

格納容器健全性の確保 
放射能放出防止 

1次系保有水の維持 

第3部 

C/Vｽﾌﾟﾚｲ作動 
C/V再循環ﾕﾆｯﾄによる冷却 

SGへの給水 

1次系の減圧 
RCSへのほう酸注入 
RWSPへの水源確保 
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２．運転員及び災害対策要員が重大事故等発生時に使用する手順書構成等（６／７） 

 運転員の事象判別プロセスと運転要領緊急処置編の体系について 
 
 
 運転員の事象判別プロセスの例 

「１次冷却材喪失」及び「２次冷却材喪失」事象発生時の事象判別プロセスの例を 
 補足説明資料２－２、及び２－３に示す。 
 

 
事象が進展していく場合の運転要領緊急処置編使用例（１） 

全交流動力電源喪失から炉心損傷へ進展する事象の場合の手順フローを補足説明資料３－１に示す。 
• 全交流動力電源喪失が発生し、原子炉自動トリップとなれば、 

緊急処置編（第１部）「事故直後の操作および事象の判別」に従い、 
プラントトリップ、電源の状況を確認する。 

• 全交流動力電源喪失と判断すれば、 
緊急処置編（第２部）事象ベース「全交流電源喪失」へ移行 

• １次冷却材漏えいの規模を確認し、「大規模な漏えい」と判断すれば、 
「代替格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ」の準備を開始 

• 「小規模な漏えい」であるが、「補助給水機能喪失」と判断すれば、 
「代替格納容器スプレイポンプによる格納容器スプレイ」の準備、及び 
「加圧器逃がし弁開操作」の準備を開始 

• 「小規模な漏えい、かつ、補助給水流量確立」であれば、 
「代替格納容器スプレイポンプによる炉心注入」の準備を開始 

• 炉心損傷と判断すれば、緊急処置編（第３部）に移行し、 
 「格納容器スプレイ」、「加圧器逃がし弁開による１次系減圧」を実施する。 
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２．運転員及び災害対策要員が重大事故等発生時に使用する手順書構成等（７／７） 

 運転員の事象判別プロセスと運転要領緊急処置編の体系について 
 
 

事象が進展していく場合の運転要領緊急処置編使用例（２） 
 全交流動力電源喪失が発生した後、事象の進展により、対応操作を「炉心損傷防止」から「格納容器

破損防止」へ移行する場合の手順フローを補足説明資料３－２に示す。 
• 全交流動力電源喪失と判断した後、「１次冷却材漏えいの規模」及び「補助給水機能」を確認 
• 「小規模な漏えい、かつ、補助給水流量確立」と判断し、炉心損傷防止のため、 
 「代替格納容器スプレイポンプによる炉心注入」の準備を開始 
• １次冷却材の漏えい規模を判断する項目である「１次冷却材圧力」「蓄圧注入系の作動状況」「格

納容器圧力」「格納容器再循環サンプ水位」及び「格納容器高レンジエリアモニタ指示値」、並び
に補助給水機能を確認する「補助給水流量」は、対応操作中も継続監視。 

• 安全機能パラメータについても対応操作中は常に監視。 
• 炉心損傷防止のための対応操作中に漏えい量が増大し、蓄圧注入系が作動、１次冷却材圧力低下が

継続した場合、大規模な漏えいへ事象が進展したと判断し、格納容器破損防止のため、 
 「格納容器スプレイ」の準備を行う。 
• 炉心損傷防止のための対応操作中に補助給水系の機能が喪失し、「補助給水流量＜80m3/h」となっ

た場合は、補助給水機能回復操作を実施するとともに、格納容器破損防止のため、 
 「格納容器スプレイ」の準備を行う。 
• 安全機能パラメータである「炉心出口温度」及び「格納容器高レンジエリアモニタ指示値」は常に

監視しており、炉心損傷と判断される条件に合致すれば、緊急処置編（第３部）に移行する。 
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３．重大事故等発生時における指揮命令系及び使用するマニュアルについて 

重大事故等発生時における指揮命令系及びマニュアルの使用例 
 
 

以下のケースについて、指揮命令系及びマニュアルの使用例を補足資料４－１～３に示す。 
 

２次系除熱機能の喪失事故（主給水流量喪失＋補助給水機能喪失） 
 
 格納容器過温破損事故（全交流動力電源喪失＋補助給水機能喪失＋ＬＵＨＳ） 

 
 重大事故（ 格納容器過温破損事故）から大規模損壊に至る可能性がある場合 
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４．重大事故等発生時における原子力防災(準備)体制の確立について（１／２） 

夜間・休日における原子力防災(準備)体制（補足説明資料５－１） 
 
 

 夜間・休日に重大事故等が発生する場合に備えて、泊発電所３号機の災害対策要員として、運転員６名のほ
か発電所構内に２０名を確保し夜間・休日における体制を強化している。 

 

 事象が発生した場合には、発電所構内に宿直している災害対策要員は、原子炉トリップのページング、地震
発生、大津波警報の発令等により、自動的に中央制御室等に参集する。 

 また、発電課長(当直)より事象発生の連絡を受けた技術系当番者（副原子力防災管理者）が、原子力防災 
 準備体制又は原子力防災体制を発令し、要員の召集連絡、通報連絡（原災法第10条、第15条又は警戒事態 
 発生の通報連絡）等を行う。 

 
 原子力防災(準備)体制発令後、発電所対策本部が立ち上がるが、要員が参集し本部体制が確立するまでの期

間については、発電課長(当直)の指示により、当直員及び災害対策要員（宿直員）が運転要領等に基づく初
動対応を実施する。 

 

 副原子力防災管理者は、原子力防災管理者が発電所に到着するまでの期間、対策本部の指揮者として、プラ
ントの状況を把握するため及び要員の参集状況、設備の準備状況等について当直との情報共有のため、発電
課長(当直)と連絡を密にするとともに参集した災害対策要員に指示し、適宜初動対応要員を補佐させる。 

 

 各班の要員が参集し発電所対策本部の体制が確立すれば、初動対応を実施していた当直員及び災害対策要員
は、発電所対策本部長の指揮の下、事象対応操作を継続する。ただし、運転要領に予め規定されている操作
については、発電課長(当直)の指示により事象対応操作を継続する。 
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４．重大事故等発生時における原子力防災(準備)体制の確立について（２／２） 

平日・日中における原子力防災(準備)体制（補足説明資料５－２） 
 
 

 平日・日中における体制については十分な要員が確保可能であるが、役割分担を明確にするため、夜間・休
日の対応と同様、運転員６名のほか発電所構内にいる２０名を災害対策要員として指定する。 

 
 事象が発生した場合には、夜間・休日同様、災害対策要員が中央制御室等に参集する。 
 また、発電課長(当直)は事象発生の連絡を発電室長に連絡する。 

 

 発電室長より事象発生の連絡を受けた原子力防災管理者（所長）が、原子力防災準備体制又は原子力防災体
制を発令し、要員の召集、通報連絡（原災法第10条、第15条又は警戒事態発生の通報連絡）等を行い、発
電所対策本部を立ち上げる。 

 

 その後は、夜間･休日の場合と同様、当直員及び災害対策要員は発電所対策本部長の指揮下で事象対応操作
を実施する。ただし、運転要領に予め規定されている操作については、発電課長(当直)の指示により対応操
作を実施する。 

 


